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                           午後５時００分～ 

                      会 場  宇都宮市役所１４階 
                           １４Ａ会議室 
 
１ 開  会 
     会議録署名委員の選出 
 
２ 議  事 
     報告事項 
     ・報告第１号  国民健康保険の現状について 
    【本日，御理解いただきたい点】 
     第３回の運営協議会で，国民健康保険の税率の見直しについて収支状況の見

通しを踏まえながら御協議いただくため，その前提となる国民健康保険の現状

について御理解いただきたい。 

      ・ 制度改革後の国民健康保険制度の主な内容について 
      ・ 税率に影響を与える項目や要素とその現状について 
 
     協議事項 
     ・協議第１号  国民健康保険税の課税限度額の見直しについて 
    【本日，御協議いただきたい点】 
     課税限度額について，本市では，原則，政令の課税限度額が改正された翌年

度に引上げを行ってきたが，平成３１年３月の政令の改正に合わせて，政令と

同額に引き上げることとしてよろしいか御協議いただきたい。 

     ・ 事務局案：課税限度額を９３万円から９６万円に引き上げる。 

 
     そ の 他 
 
３ そ の 他 
 
４ 閉  会 
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報告第１号 

国民健康保険の現状について 
 

１ 国民健康保険制度 

  国民健康保険制度が抱える制度上の問題と制度改革 

・ 国民健康保険（以下「国保」と言う。）は，医療技術の高度化に伴う医療費

の増大，さらには他の医療保険と比べて高齢者や非正規労働者などの低所得

者が多く加入しているといった構造的な問題を抱えており，多くの自治体に

おいて厳しい財政運営を強いられている。 

・ このような中，国は，国民皆保険を堅持し，将来にわたって持続可能な医

療保険制度を構築するため，平成３０年４月から，公費（財政支援）の拡充

（※１）や運営の在り方の見直し（※２）とともに，納付金方式の導入（※

３）などの制度改革を行った。 …資料１ 

 ※１ 平成３０年度以降毎年約３，４００億円の財政支援を実施 

 ※２ 平成３０年度から県が市町とともに共同保険者となるとともに県が財政運

営の責任主体となり国保運営の中心的な役割を担う 

 ※３ 県が，県内の総医療費を算出し，これを賄うために必要な額を市町ごとに

「被保険者数」や「医療費水準」等に応じて国保事業費納付金（以下「納

付金」と言う。）として決定し，これを市町が県に納める方式 

 

  制度改革と国保特別会計の関係について …資料２，資料３，資料４ 

・ 制度改革の内容（「公費の拡充」，「運営の在り方の見直し」）が国保特別会

計に与える影響については次のとおりである。 

 

【公費の拡充】 

ア 暫定措置（激変緩和措置） …① 

・ 新制度施行時の激変緩和財源として納付金の激増を抑制し，歳出抑制に

つなげる。 

イ 保険者努力支援制度 …② 

・ 保険者の経営努力に対しインセンティブとして公費を配分し，歳入の確

保につなげる。 

【運営の在り方の見直し】 

ア 納付金 …③ 

・ 毎年度，県が各市町の額を決定・配分するものであり，増減はそのまま

歳出に直結する。 

 

報告第１号 
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イ 財政安定化基金の設置・運営 …④ 

・ 市町が県に納付する納付金に不足が生じた場合に市町は県から借りら 

れる。借りた場合は翌々年度以降の納付金に上乗せされ返済する。 

ウ 標準保険税率 …⑤ 

・ 将来的な保険税水準の統一化に向け，県内統一の算定基準による市町ご

との税率を県が算出する。市町はこれを参考に納付金，保険税収入，保険

者努力支援制度交付金等に応じた税率を独自に設定する。 

エ 保険給付 …⑥ 

・ 県は市町が納付した納付金を基に保険給付に必要な費用を全額市町へ交

付する。ただし，保険給付費の増減は，県が算定する翌年度の納付金の増

減に影響する。 

 

２ 本市国保の現状 …資料５ 

   世帯数・被保険者数の状況 …Ｐ６ 

 ・ 世帯数と被保険者数は減少傾向であるが，ここ数年は，高齢者層の後期高

齢者医療制度への移行者や，平成２８年１０月からの社会保険の適用拡大の

影響などによる社会保険への加入者が，それぞれ増加していることから，と

もに大きく減少している。 

・ また，全被保険者数が減少する中，団塊世代の国保加入などにより年々増

加していた前期高齢者は，平成２８年度から減少に転じた。 

 

  医療給付費の状況 …Ｐ７ 

 ・ 医療給付費は，被保険者数の減少に伴い平成２７年度から減少している。 

  ・ １人当たり医療費は，医療技術の高度化などに伴い年々増加している。 

 

   保険税の状況 

  ア 保険税の税率等の状況 …Ｐ８ 

  ・ 保険税の税率等については，２年ごとに見直しの検討を行っており，直

近では平成２０・２６年度に税率改定を行った。（※改定未実施年度は収支

均衡が図れる見通しにより据え置いた。） 

イ 保険税の水準の状況 …Ｐ８ 

   ・ 保険料指数は，本市の水準を市町村間で比較すると，全国平均，中核市

平均，栃木県平均を下回り低い水準にある。 

  ウ 保険税の賦課状況 …Ｐ９ 

・ 景気の回復傾向と社会保険の適用拡大の影響を受け，社会保険加入者の

増加に伴い，被保険者数が減少するとともに，課税額についても減少傾向



3 
 

にある。 

・ 当初課税時における所得階層別の世帯割合及び 1 人当たり課税額の推

移については，低所得者層の割合が増加傾向にあることや，低所得者層

に対する保険税の軽減措置が拡大していることなどから，1 人当たり課税

額は減少傾向にある。 

 

   保険税の収納状況 …Ｐ１０～１２ 

・ 各種収納対策の強化に取り組み，その結果，現年度分収納率は平成２２年

度から着実に向上している。 

・ 滞納繰越分の収納率については下降傾向にあったが，差押などの滞納処分

に積極的に取り組むことにより，平成３０年度は上昇し，全体の収納率につ

いても，平成２９年度から上昇している。 

 

  一般会計法定外繰入金の状況 

ア 一般会計法定外繰入金の状況 …Ｐ１３ 

・ 法定外繰入金等の推移については，震災関連補助がなくなった平成２８

年度に増加し，それ以降は減少している。 

・ １人当たり法定外繰入金の推移については，平成２９年度まで増加して

いたが，中核市，栃木県平均においては既に減少傾向にある。 

  イ 国保基金の推移 …Ｐ１４ 

   ・ 国保基金の保有額の推移については，基金の取り崩しが続いたため，現

在は４．７億円となっているが，令和元年度に約４億円を取り崩す見通し

となっており，今後の活用は難しい状況にある。 

 

   制度改革実施に伴う各項目の状況 

  ア 保険者努力支援制度の取組状況 …Ｐ１５，１６ 

・ 国の保険者努力支援制度については，約１億９千万円の交付金が支給さ

れた（平成３０年度）。 

・ 県版保険者努力支援制度については，約４億２千万円の交付金が支給さ

れた（平成３０年度）。 

  イ 国民健康保険事業費納付金の状況 …Ｐ１７ 

   ・ 県は，令和元年度の納付金算定において県内医療費総額が伸びるものと

想定し，本市納付金は前年比約１０％(約１４億円)増の約１５８億円とな

った。 
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  ウ 激変緩和措置の状況 …Ｐ１７ 

   ・ 平成３０年度と令和元年度の本市激変緩和措置については，いずれも約

８億円が投入され，納付金が減額された。 

・ 令和２年度までは全額措置されるが，令和３年度以降は漸減していくこ

とが県国保運営方針に定められている。 

 

３ 本市国保の現状と国保特別会計の各項目との関連 …資料４ 

・ 今後，税率見直しの検討に当たり，国保特別会計の歳入・歳出における各項

目（「納付金」，「保険税収入」等）については，向こう２年間の推計を行い，

収支見通しを立てることとなる。 

・ 推計は，それぞれの項目の各要素（「世帯数・被保険者数」，「医療給付費」

等）を踏まえて行うものであり，各項目と各要素の関連性については下表のと

おりである。 

 

〔表〕本市国保の現状（各要素）と特別会計上の各項目との関連（資料４参照） 

本資料№ 

（＝資料５№）
本市国保の現状（＝各要素） 特別会計上の各項目 

２  世帯数・被保険者数の状況 
Ａ国保事業費納付金 

Ｂ保険税収入 

２  医療給付費の状況 
Ａ国保事業費納付金 

Ｄ保険者努力支援制度交付金 

 

２  

 

ア 保険税の税率等の状況  

Ｂ保険税収入 

 

イ 保険税水準の状況 

ウ 保険税の賦課状況 

２  保険税の収納状況 
Ｂ保険税収入 

Ｄ保険者努力支援制度交付金 

 

２  

ア 一般会計法定外繰入金の状況 Ｃ一般会計繰入金 

イ 
国民健康保険基金（旧国民健康保険

基金）の状況 
Ｅ国民健康保険基金 

 

２  

 

ア 保険者努力支援制度の取組状況 Ｄ保険者努力支援制度交付金 

イ 国民健康保険事業費納付金の状況 
Ａ国保事業費納付金 

ウ 激変緩和措置の状況 
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１　国民健康保険制度について

・　国民健康保険制度は，国民健康保険法第１条に規定されているとおり，

社会保障制度である。

・　また，国民保険制度は，社会連帯の精神に基づき，共同してリスクに

備える「社会保険方式」を基本としており，この方式は，保険税の負担

に応じて給付を受ける仕組みである。（社会保障制度改革推進法，社会

保障制度改革国民会議報告書より）

⇒　給付の財源は，国民健康保険税と，国や県等による公費により賄わ

れることとなっており，負担割合は，保険税５０％，公費５０％が

基本である。給付の増加に対しても，保険税と公費により賄うべき

ものとされている。

２　国民健康保険特別会計の仕組み

・　国民健康保険は，被保険者（加入者）から徴収する国民健康保険料税

や国や県等による公費を財源として，国民健康保険の被保険者のために

保険給付を中心とする事業を行うものであり，通常の事業とは違って

独立的な性格を有するため，特別会計(※）を設け，経理を行っている。

※特別会計：特定の収入によって，特定の支出に充てるために，一般会計

 から独立して経理を行うもの　

　・　「国保加入者への医療給付」など特定の目的のために使われる「国保税」

を，一般会計における他の事業の財源として使うことはできない。

⇒　同様に，一般会計の事業で使われるべき「市民からの税金」を，

「国保加入者への医療給付」の財源として使うことも，原則として

できないものである。

国民健康保険制度と会計の仕組みについて

国・県
支出金

一般会計
国保

特別会計
法定の繰入

（国保の事務費等）

ごみ処理

市 債

歳 入

歳 出

市 税
（市民から）

国・県
支出金

道路建設 ごみ処理 子育て

歳 入

歳 出

保険給付
費交付金

保険者努力
支援制度

国保税
（国保加入者から）

国保加入者
への

医療給付
国保事業費納付金

参考１

  1  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国民健康保険の改革による制度の安定化 

○国民健康保険に対し、平成 26 年度に実施した低所得者向けの保険料軽減措置の拡充（約 500 億円）に加え、 

毎年約 3,400 億円の財政支援の拡充等を以下のとおり実施することにより、国保の抜本的な財政基盤の強化を図る。
※公費約 3,400 億円は、現在の国保の保険料総額（約３兆円）の１割を超える規模 

※被保険者一人当たり、約１万円の財政改善効果 

○平成 30 年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の 

国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 
・給付費に必要な費用は、全額、都道府県が市町村に交付 

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、都道府県は、市町村ごとの標準保険料率を提示（標準的な住民負担の見える化） 

・都道府県は、国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進 

○市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保険事業等、 

地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う 

運営の在り方の見直し 

公費の拡充 

※従前はかかった医療費（保
険給付費）を賄うために保険
税を徴収していたが，改革後
は，納付金を賄うために保険
税を徴収することになった。 

資料２ 

資料１ 

資料３ 

納付金方式の導入

【制度改正前】 市町村が個別に運営 
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厚生労働省保険局国民健康保険課作成資料を基に保険年金課作成
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③ ③ 
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⑤ ⑤ 

⑥ ⑥ 

厚生労働省保険局国民健康保険課作成資料を基に保険年金課作成

 
 

 
 

 
  

国保制度改革の概要（運営の在り方の見直し） 
 
資料３ 



Ｄ

※ 歳出に関する項目は網掛けで表示している。 

 
 
 
 
 

  

歳出項目

保健事業費

保険給付費⑥
　　保険給付費交付金⑥

歳入項目
財政安定化基金④

国保事業費納付金③

国民健康保険基金

保険税収入

保
険
者
努
力
支
援

制
度
交
付
金
等
②

一般会計繰入金
県が決定

激変緩和措置①

納付金に応じた
税率等の検討 ⑤

本市国保特別会計各項目の算定に関連する各種要素と保険税率等の検討に与える影響（イメージ） 

○国保事業費納付金 

納付金が多くなれば，より多くの歳

入（税収，保険者努力支援制度交付金，

等）を確保する必要がある。また，県

全体の納付金の伸びに対して，それを

超える市町には，「激変緩和措置」が実

施され，納付金が減額される。 
【関連要素】 

・世帯数・被保険者数 

  増（減）⇒納付金増（減） 
・医療給付費 

  増（減）⇒納付金増（減） 
・激変緩和措置の状況 

  増（減）⇒納付金減（増） 

○保健事業費 

事業実施に応じて歳出が増加する

が，事業効果として被保険者の健康増

進が図られ，医療費適正化等が進めば，

納付金の減につながるとともに，保険

者努力支援制度の交付金獲得にもつな

がる。 

○保険給付費 

市町が要する保険給付費は県からの

交付金により全額賄われる。 
保険給付費が増加するとその分県が

市町から翌年度に集める納付金が増加

するため，市町は給付費の適正化に努

める必要がある。 

○保険給付費交付金 

県は市町が納付した納付金等を基に，保険給

付に必要な費用を全額市町に交付する。 

○保険者努力支援制度 

医療費適正化や保険税収納率の向上など国保財政の健全化に取り組んだ市町や，成果を

上げた市町にインセンティブとしてより多くの財政支援が行われる。 
【関連要素】 

・各種医療費適正化策・保健事業の推進     ・保険税収納対策の推進 

  医療給付費減少⇒交付金の支給         収納率上昇等⇒交付金の支給 

○一般会計繰入金 

一般会計から国保特別会計に対して法定・法定外

繰入金が支出されている。保険者の責務として経営

努力を行い法定外繰入金の削減に努めている。 
【関連要素】 

・法定外繰入金 

  収支均衡（不均衡）⇒繰入金不要（必要） 

○財政安定化基金 

 国保事業の財政安定化のため県に設置するもの。市町が

県に納付する納付金に不足が生じた場合に，市町は県から

の借入により納付金を賄うことができる。 

○国民健康保険基金 

国保事業の財政安定化のため市が設置するもの。基金の保有

により不測の事態の際に活用ができるため，涵養に努める。 
【関連要素】 

・国民健康保険基金 

   剰余金増⇒保有額増 

○保険税収入 

収納率の向上は税収増につながり，納付金を賄う

ための歳入をより多く確保することができる。 
【関連要素】 

・世帯数・被保険者数 

  増（減）⇒税収増（減） 

・保険税の収納 

  収納率上昇（下降）⇒税収増（減） 

・保険税の税率等 

  税率引上げ（引下げ）⇒税収増（減） 

・保険料指数 

  税率引上げ（引下げ）⇒上昇（下降） 

・保険税の賦課 

  被保険者数増（減）⇒課税額増（減） 

 

資料４ 

＝
 「○保険給付費」と「○保険給付費等交付金」は同額

※ 当該イメージ図は，正確性よりも理解を得やすくするため，

あくまでわかりやすさを重視した内容としている。

Ａ 
Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 



６ 
 

２ 本市国民健康保険の現状 

   世帯数・被保険者数の状況 …Ａ，Ｂ ※Ａ，Ｂは資料４との関連を表す。（以下，Ａ～Ｅも同） 

世帯数・被保険者数の推移は減少傾向にあるが，特にここ数年は，高齢者層の後期高齢者医療

制度への移行者が増加していることや，平成２８年１０月からの短時間労働者に係る社会保険の

適用が拡大されたことの影響などにより，社会保険への加入者が増加していることから，世帯数

と被保険者数はともに大きく減少している。 

また，全被保険者数が平成２４年度以降減少し続けている中，団塊の世代の国保加入などによ

り年々増加していた６５歳から７４歳の前期高齢者数は，平成２８年度から減少に転じた。 

   
〔図〕世帯数と被保険者数の推移（各年度平均）

 

≪保険年金課作成≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５
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   医療給付費の状況 …Ａ，Ｄ 

医療給付費は，被保険者数の減少に伴い平成２７年度から減少に転じており，平成３０年度は

約３２９億円となっている。 

 

〔図〕医療給付費の推移（総額） 

 

≪保険年金課作成≫ 

 

しかし，1 人当たり医療費については医療技術の高度化などに伴い年々増加しており，平成３０

年度では，３４７，６１７円となっている。 

 

   〔図〕１人当たり医療費の推移 

 

≪保険年金課作成≫ 
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  保険税の状況 

ア 保険税の税率等の状況 …Ｂ 

税率については２年ごとに見直しの検討を行っている。 

直近では平成２０年度，平成２６年度に税率の改定を行った。 

※ 改定未実施年度は当時の税率による運営が可能と見込まれたため据え置きとなった。 

※ 平成１９年度をもって資産割を廃止したほか，平成２０年度からは後期高齢者支援金分 

の課税が始まった。 

〔表〕保険税の税率等 

   年 度 

     

 区 分 

平成 17～19 年度 平成 20～25 年度 平成 26年度～令和元年度 

医療分 
介護 

納付金分
医療分 

後期高齢者

支援金分

介護 

納付金分
医療分 

後期高齢者

支援金分

介護 

納付金分

所得割 8.16% 1.7% 6% 2.35% 2.05% 6.36% 2.55% 2.07%

資産割 22% 3% － － － － － －

均等割 27,000 円 7,300 円 23,300 円 8,200 円 8,200 円 25,900 円 9,800 円 10,500円

平等割 30,000 円 6,000 円 20,000 円 7,000 円 6,900 円 19,000 円 7,200 円 6,400 円

課税限度額 53万円 8万円 47万円

～51万円

12万円

～14万円

9万円

～12万円

51万円

～58万円

14万円

～19万円

12万円

～16万円

    ※ 課税限度額は段階的に引き上げ 

 ≪保険年金課作成≫ 

 
イ 保険税水準の状況 …Ｂ 

本市の保険料指数（標準化指数）※の推移を見ると，平成 26年度に 6年ぶりの税率改定を行

ったことにより上昇しましたが，全国平均の 1 を下回るとともに中核市平均と栃木県平均も下

回っており，保険料水準は低い水準にある。   
   ※ 保険料水準を市町村間で比較するために厚生労働省が作成した指数で全国平均を１とする。

全国平均所得の保険料で比較。1 を超えると保険料（税）率が全国平均より高く，下回れば

低いことになる。 
〔図〕保険料指数（標準化指数）の推移 

 

≪保険年金課作成≫ 
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ウ 保険税の賦課状況 …Ｂ 

平成２６年度には，税率改定により，課税額，１世帯当たり課税額，１人当たり課税額とも

増加したが，それ以降は，景気の回復傾向と社会保険の適用拡大の影響による被保険者数の減

少とともに，課税額についても減少傾向にある。 

   
〔表〕当初賦課時における課税額等の推移 

年 度 

区 分 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成29

年度 

平成 30

年度 

令和元

年度 

世帯数（世帯） 80,220 80,563 80,255 80,091 79,451 78,336 75,788 73,724 71,724

被保険者数（人） 140,507 139,645 138,082 135,948 132,907 130,937 123,710 118,249 112,872

課税額（百万円） 13,165 13,003 13,042 13,461 12,954 12,626 11,876 11,256 10,673

１世帯当たり課税額（円） 164,106 161,407 162,507 168,071 163,046 161,183 156,702 152,682 148,804

１人当たり課税額（円） 93,693 93,118 94,451 99,016 97,468 96,431 96,000 95,192 94,557

≪保険年金課作成≫ 

 

また，「所得３３万円以下」，「所得２００万円以下」を合わせた低所得者層の割合が増加

傾向にあることや，低所得者層に対する保険税の軽減措置が拡大していることなどからも，１

人当たり課税額は，平成２６年度の税率改定で上昇した後，減少傾向にある。 

   
〔図〕当初賦課時における所得階層別の世帯割合及び１人当たり課税額の推移 

 

≪保険年金課作成≫ 
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    保険税の収納状況 …Ｂ，Ｄ 

各種収納対策の強化に取り組み，その結果，現年度分収納率は平成２２年度から着実に向上

しており，平成３０年度については，平成２２年度比で３．８６％上昇している。 

滞納繰越分の収納率については，平成２６年度以降は下降傾向にあったが，財産の差押など

の滞納処分に積極的に取り組むことにより平成３０年度は上昇し，全体の収納率についても，

平成２７・２８年度に一時下降したものの，平成２９年度からは上昇している。 

〔図〕保険税収納率の推移 

    

≪保険年金課作成≫ 

 
滞納繰越額は，平成２２年度頃は，急激な経済状況の悪化などの影響により，４５億円程度

だった，滞納処分の取組などにより年々減少し，平成３０年度には３８億円弱となった。 

 
〔図〕滞納繰越額の推移 
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≪保険年金課作成≫ 

被保険者の世帯所得（平成３０年度）は，２００万円以下の世帯が全体の８０%を占めており，

１００万円以下の世帯が５８％，所得のない世帯（所得不明を含む）が３２％となっている。 

 
 〔図〕所得階層別課税世帯構成（平成３０年度 現年度分） 

 
≪保険年金課作成≫ 

 

また，現年度分収納率（平成３０年度）は全体で８７．５３％だったが，世帯の所得階層別

では，所得のない世帯（所得不明を含む）の収納率は約７８％と低く，所得３００万円までは

約８７％，５００万円を越える世帯は約９５％となっている。 

 
〔図〕所得階層別収納状況（平成３０年度 現年度分） 
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1,198,868

152,828

971,674

2,730,778

2,106,215

1,144,447

736,986

2,046,070

935,679
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調定額（千円） 収納額（千円） 収納率

    ※ 「所得なし」には，所得不明を含む。 

≪保険年金課作成≫ 

【千円】 
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世帯主の年齢別階層（平成３０年度）は，６０歳以上が６１．７％であり，このうち７０歳以上

が３５．３％と，世帯主が高齢となっている。 

   
〔図〕世帯主の年齢階層別世帯数（平成３０年度 現年度分） 

 

≪保険年金課作成≫ 

 

また，世帯主の年齢と現年度分収納率（平成３０年度）との関係は，４０～５９歳の収納率が約

７８％であるのに対し，６０歳以上が９０％以上となっており，世帯主の年齢に比例して収納率が

高くなっている。 

 
〔図〕世帯主の年齢階層別収納状況（平成３０年度 現年度分） 

 

≪保険年金課作成≫ 

 

 

【千円】 
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   一般会計法定外繰入金（※）の状況 

  ア 一般会計法定外繰入金の状況 …Ｃ 

※ 一般会計から国保特別会計に対して支出されるもので，法令等で基準が定められ，国保の

構造的問題や保険者の責めに帰さない医療費の増加などに対応するための法定内繰入金と，

自治体独自の基準を設け政策的に行う法定外繰入金がある。 

 

一般会計からの法定外繰入金の推移（折れ線）を見ると，震災関連の補助がなくなった平成

２８年度に繰入額が増加したものの，それ以降は減少し，平成３０年度は保険給付費に係る交

付金が見込みを上回ったため，財政安定化支援事業分の繰入額がゼロとなった。 

    〔図〕法定外繰入金等の推移 

 

    ≪保険年金課作成≫ 

 
 1 人当たり法定外繰入金の推移を見ると，本市は平成２９年度まで増加していたが，中核市

及び栃木県平均においては既に減少傾向にある。 

      〔図〕1人当たり法定外繰入金の推移 

   

≪保険年金課作成≫ 
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イ 国民健康保険基金（旧国民健康保険基金）の状況 …Ｅ 

 本市においては，国民健康保険事業費納付金や保健事業の財源が不足した場合に充てるた

め，「国民健康保険基金」を設置している。（※制度改革に伴い，平成３０年度に名称変更。

平成２９年度までは「国民健康保険給付基金」として，主に保険給付費の財源が不足した場

合に充当されていた。） 

 基金保有額は，直近の１８年間では平成１３年度が最も多く約２６億７千万円あった。 

しかしながら，平成１４年度以降は実質単年度収支が赤字傾向となり，基金の取り崩しが

続いたため，平成２０年度には約２億円に減少し，平成２６年度は２億円を積み立てること

ができ，現在は約４．７億円となっているが，令和元年度において約４億円を取り崩す見通

しとなっており，今後の基金の活用は難しい状況にある。 

 

〔図〕国民健康保険基金の保有額の推移 

  

≪保険年金課作成≫ 
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   制度改革導入に伴う各項目の状況 

ア 保険者努力支援制度の取組状況 …Ｄ 

    保険者努力支援制度は，医療費適正化等を推進するため，制度改正により創設された制度で，

保険者としての努力を行う自治体に対し，客観的な指標で評価し，点数を付け，インセンティ

ブとして公費が配分される。 
   ① 国の保険者努力支援制度 

平成３１年度の本市獲得点数は５３７点であり，全国では７０５位，県内では１６位とな

った。 

〔表〕平成３１年度獲得点数 

満点 宇都宮市 栃木県 全国 

880 点 537 点 547.48 点 509.07 点 

県内 16／25 位 全国 705／1741 位 

   

共通指標の実績 
 指標名 配点 獲得点 

指標１ 特定健診受診率・特定保健指導実施率・メタボ該

当者及び予備軍の減少率 
150 点 20 点

指標２ がん検診受診率・歯周疾患（病）検診受診率 55 点 25 点

指標３ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況 100 点 100 点

指標４ 個人インセンティブ・分かりやすい情報提供 90 点 90 点

指標５ 重複服薬者に対する取組の実施状況 50 点 50 点

指標６ 後発医薬品の促進の取組・使用割合 135 点 80 点

 
固有指標の実績 
 指標名 配点 獲得点 
指標１ 収納率向上に関する取組の実施状況 150 点 10 点

指標２ データヘルス計画策定状況 50 点 50 点

指標３ 医療費通知の取組の実施状況 25 点 25 点

指標４ 地域包括ケア推進の取組実施状況 25 点 15 点

指標５ 第三者求償の取組の実施状況 40 点 24 点

指標６ 適切かつ健全な事業運営の実施状況 60 点 48 点

 

 (出典）栃木県国民健康保険医療課 「平成 31年度 保険者努力支援制度（市町村分）分析資料 

 

平成３０年度の本市獲得点数は４００点であり，全国では８７５位，県内では１５位とな

り，１億９，３７４万１千円の交付金が支給された。 

 

〔表〕平成３０年度獲得点数 

満点 宇都宮市 栃木県 全国 

790 点 400 点 430.68 点 401.21 点 

県内 15／25 位 全国 875／1741 位 

(出典）栃木県国民健康保険医療課 「平成 30年度の保険者努力支援の状況」 



１７ 
 

② 県版保険者努力支援制度 

平成３０年度の本市獲得点数は１８０点であり，県内では１８位となり，４億１，８２２

万５千円の交付金が支給された。 

 

〔表〕平成３０年度獲得点数 

満点 宇都宮市 栃木県 

445 点 180 点 219 点 

県内 18／25 位 

(出典）栃木県国民健康保険医療課 「平成 30（2018）年度保険者努力支援制度市町別獲得点数」 

 

1 評価項目による評価分 

  医療費適正化 

評価項目 配点 獲得点 

①前年度の特定健康診査受診率 30 点 0 点

②前年度の特定保健指導実施率 35 点 10 点

③メタボリックシンドローム該当者及び

予備軍の減少率 
45 点 0 点

④糖尿病重症化予防の取組の実施状況 55 点 55 点

⑤重複服薬受診者に対する取組 20 点 20 点

⑥後発医薬品の使用割合及び取組 20 点 10 点

⑦その他医療費適正化に係る実施状況 20 点 20 点

  収納率向上 

評価項目 配点 獲得点 

①収納率の向上 125 点 0 点

②収納率向上に向けた取組 30 点 30 点

③差押世帯数，換価・配当額 30 点 30 点

  資格管理その他 

評価項目 配点 獲得点 

①届出数，職権による資格喪失の取組の適正実施 20 点 20 点

2 退職被保険者の適用の適正化に要する経費分 

評価項目 算定額 

前年度の「退職被保険者の被扶養者に係る適用の適正化」による適用人数×１万円 20,000

    3 国民健康保険直営診療施設の整備・運営に関する経費分 

評価項目 算定額

当該年度の国民健康保険調整交付金（直営診療施設整備分）に係る県が認める額等 0

(出典）栃木県国民健康保険医療課 「国民健康保険保険給付費等交付金特別交付金（県版保険者努力支

援制度交付金）所要額調書」 
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  イ 国民健康保険事業費納付金の状況 …Ａ 

    平成３０年度の制度改正により，県が決定した納付金を市町は納めることとなった。 

県は，令和元年度の納付金算定においては，今後の団塊世代の高齢化（１人当たり医療費の

高い７０歳以上になること）による１人当たり医療費の増加等の要因を踏まえ，県内医療費総

額が伸びるものと想定して納付金を算定したため，県全体では，前年比で約５６億円増の６２

３億円余，本市納付金も前年比約１０％(約１４億円)増の１５８億円余となった。 

    

〔表〕平成３０年度と令和元年度の本市納付金 

   （単位：円） 

     年度 

区分 

平成３０年度 

（決算） 

令和元年度 

（当初予算） 前年比 

納付金額 14,419,399,717 15,842,249,000 ９．９％増 

 

≪保険年金課作成≫ 

 

  ウ 激変緩和措置の状況 …Ａ 

納付金の仕組みが導入され，県全体の納付金の伸びに対して，それを超える市町に，制度改

正の経過措置（※）として，「激変緩和措置」が実施され，納付金が減額されている。 

平成３０年度は宇都宮市も対象になり，平成３０年度は，全部で約８億円の財源が投入され

た。令和元年度においても，同額の約８億円の財源が投入され，納付金が減額された。 

※ 令和２年度までは全額措置されるが，令和３年度以降は漸減していくことが県国保運営方

針に定められている。 

 

〔表〕平成３０年度と令和元年度の本市激変緩和措置分 

 平成３０年度（決算） 令和元年度（当初予算） 

納付金額  約８億円   約８億円  

≪保険年金課作成≫ 
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協議第１号 

   国民健康保険税の課税限度額の見直しについて 

   

１ 課税限度額の趣旨 

保険税負担は，負担力に応じた公平なものである必要があるが，地方税法施行

令（以下「政令」という。）においては，受益との関連において，被保険者の納付

意欲に与える影響や，制度及び事業の円滑な運営を確保する観点から，被保険者

の保険料（税）負担に一定の限度を設けており，その範囲内で市町村は課税限度

額を設定している。 

※ 本市の令和元年度課税限度額：９３万円 

医療保険分５８万円，後期高齢者支援金分１９万円，介護納付金分１６万円 

 

２ 課税限度額の政令改正動向 … 参考表１ 

〔平成２８年度税制改正（平成２８年３月３１日施行令公布 ４月１日施行）〕 

・ 医療保険分を５２万円から５４万円に引上げる。 

・ 後期高齢者支援金分を１７万円から１９万円に引上げる。  

・ 介護納付金分は１６万円で据え置き。        合計８９万円 

 

〔平成３０年度税制改正（平成３０年３月３１日施行令公布 ４月１日施行）〕 

・ 医療保険分を５４万円から５８万円に引上げる。      

・ 後期高齢者支援金分は１９万円で据え置き。  

・ 介護納付金分は１６万円で据え置き。        合計９３万円 

 

〔平成３１年度税制改正（平成３１年３月３１日施行令公布 ４月１日施行）〕 

・ 医療保険分を５８万円から６１万円に引上げる。      

・ 後期高齢者支援金分は１９万円で据え置き。  

・ 介護納付金分は１６万円で据え置き。        合計９６万円 

 

※ 国が示す課税限度額の在り方 

限度額超過世帯の割合が当面は１.５％に近づくよう段階的に引き上げていく。 
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３ 本市の課税限度額見直しについての考え方   … 参考表２ 

・ 課税限度額を超える高所得世帯については，中低所得世帯に比べて所得に対

する負担割合が低く抑えられている状態であり，限度額の引き上げにより，高

所得世帯の負担能力に応じた賦課となり負担の公平が図られる。 

・ ３月に政令が改正されることから，本市では，原則，政令の課税限度額が改

定された翌年度に本運営協議会へ諮り，議会の承認を経た後に，本市の限度額

を引き上げ，政令と同額としてきた。 

 ※ 令和元年度現在，中核市５８市中４６市（約７９%）が政令と同じ限度額 

の９６万円である。 

 

４ 現行税率下での課税限度額の見直しに伴う影響 … 別紙 

・ 影響を受ける世帯数    → 約１,１００世帯 

全世帯（約７１,７００世帯）の約１.５％ 

・ 対象世帯への影響額    → １世帯平均 約２９,０００円の増加 

・ 課税額への影響      → 約３１,０００千円の増加  

※ 税率が見直された場合は，影響額等も変わる可能性がある。 

 

【図】限度額の見直しに伴い影響を受ける世帯イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 対応（案）  

◎ 課税限度額を見直し，政令と同額に引き上げる。 

・ 高所得者の負担増とはなるが，応能負担の考え方や公平性の確保の観点から， 

政令の課税限度額まで引き上げを行う。 

※ 今後予定されている税率見直しの検討は，引き上げた限度額で行うこととなる。 

限度額見直しの 
影響を受ける世帯数 

約１,１００世帯 
限度額９６万円 
限度額９３万円 

９６万円限度額
到 達 世 帯

限度額見直しの 
影響を受けない世帯数

約７０,６００世帯 

見直し 
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【表１】 課税限度額の見直しと限度額超過世帯割合の状況（H31 全国推計） 

区分 
改正前 改正後 

国の方針 
限度額 超過世帯割合 限度額 超過世帯割合 

医療分 ５８万円 ２．３６％ ６１万円 ２．１５％ 

１．５％後期分 １９万円 ２．０５％ １９万円 １．６０％ 

介護分 １６万円 ２．３５％ １６万円 １．０１％ 

計 ９３万円   ９６万円    

「社会保障審議会医療保険部会」資料から

※ 医療・後期・介護の各区分で限度額超過する世帯割合のバランスを考慮し， 
医療を引上げ，後期分・介護分は据え置いた。 

※ 限度額超過世帯の割合が当面は１.５％に近づくよう段階的に引き上げる

方針を国が示している。 

 

 

【表２】 課税限度額改定の経緯（平成２０年度以降） 

（万円） 

年度 

医療保険分 後期高齢者支援金分 介護保険分 

地方税法

施行令改正
宇都宮市

地方税法

施行令改正
宇都宮市

地方税法

施行令改正
宇都宮市

Ｈ２０※ ４７ ４７ １２ １２ 〃 〃 

Ｈ２１ 〃 〃 〃 〃 １０ 〃 

Ｈ２２ ５０ 〃 １３ 〃 〃 １０ 

Ｈ２３ ５１ ５０ １４ １３ １２ 〃 

Ｈ２４ 〃 ５１ 〃 １４ 〃 １２ 

Ｈ２５ 〃 〃 〃 〃 〃 〃 

Ｈ２６ 〃 〃 １６ 〃 １４ 〃 

Ｈ２７ ５２ 〃 １７ １６ １６ １４ 

Ｈ２８ ５４ ５２ １９ １７ 〃 １６ 

Ｈ２９ 〃 ５４ 〃 １９ 〃 〃 

Ｈ３０ ５８ 〃 〃 〃 〃 〃 

Ｒ元 ６１ ５８ 〃 〃 〃 〃 

Ｒ２案  ６１  〃  〃 

※後期高齢者支援金分は平成 20年 4月創設 

○ 本市では，後期高齢者医療制度が創設された平成２０年度を除き，従来，地方税

法施行令の課税限度額（課税の上限額）が改定された翌年度に，本市の課税限度額

を引き上げ，政令と同額としてきた。 

○ 令和元年度の本市の課税限度額は，今回の政令改正前の額（９３万円） 

参 考 



課税限度額に到達する所得額

※モデルケース（世帯内被保険者数：１人～３人）において，
　課税限度額に到達する所得額（給与収入換算額）を試算。

（万円）

医療分 後期分 介護分

所得額 ８７５ ７１２ ７２５

（給与収入額換算） （１，０９５） （９２５） （９３９）

所得額 ８８９

（給与収入額換算） （１，１４２）

所得額 ８３４ ６７３ ６７４

（給与収入額換算） （１，０５４） （８８２） （８８３）

所得額 ８４８

（給与収入額換算） （１，１０１）

所得額 ７９３ ６３５ ６２３

（給与収入額換算） （１，０１３） （８３９） （８２６）

所得額 ８０８

（給与収入額換算） （１，０６１）

（例）　２人世帯の場合，

　・医療分は所得８３４万円で限度額となっていたが，８４８万円に引き上げ。

　※所得８３４万円（給与収入１，０５４万円）以上の世帯が影響を受ける。

〃〃

〃

〃

4

現行
９３万円

改定試算
９６万円

現行
９３万円

改定試算
９６万円

２人世帯

３人世帯

〃

モデルケース 区分

現行
９３万円

改定試算
９６万円

課税限度額到達所得金額
（給与収入換算額）

１人世帯

〃

別 紙



〔モデルケースにおける課税額の比較〕
（単位：円）

課税額
対所得
比率

課税額
対所得
比率

医 490,100 医 490,100

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 553,700 医 553,700

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 580,000 医 610,000

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 516,000 医 516,000

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 579,600 医 579,600

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 580,000 医 610,000

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 541,900 医 541,900

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 580,000 医 605,500

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000

医 580,000 医 610,000

後 190,000 後 190,000

介 160,000 介 160,000
　　※網掛けは限度額到達分

限度額の引き上げにより

5

11.6 955,500 11.9 25,500

９００万円 930,000 10.3 960,000 10.7 30,000

　①所得７００万円のどの世帯でも，税額の変更はない。
　②所得８００万円の１人２人世帯では税額の変更はないが，３人世帯では医療分が増額になる。
　③所得９００万円のどの世帯も医療分の課税額が増え，どの世帯でも全体額で限度額に到達する。
　④所得額が大きいほど対所得比率が増え，所得の大小による比率の差が小さくなっている。

12.7 0

８００万円 930,000３人世帯

７００万円 891,900 12.7 891,900

９００万円 930,000 10.3 960,000 10.7

11.6 929,600 11.6 0

30,000

10.7 30,000

２人世帯

７００万円 866,000 12.4 866,000 12.4 0

８００万円

１人世帯

９００万円 930,000 10.3 960,000

929,600

0

８００万円 903,700 11.3 903,700 11.3 0

７００万円 840,100 12.0 840,100 12.0

世帯内
被保険者数

所得額

改定試算（９３万円） 改定試算（９６万円）
税額の増分
　（最大
　　３万円）区分ごとの

税額
区分ごとの

税額


